





















開設以来 150 名以上の現職者に加え、多数の大学院生の履修者を得ることができました。 
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定める旨規定した（第五条）（※本規定は 2010 年施行）。 
・高等学校卒業者のほか，高卒認定試験の合格者等の大学入学資格を有する者も，司書補となる
資格を有することを規定した（第五条）。 
   








    図書館法改正を受けて改正され，大学において司書資格の取得に必要な科目を新たに省令に規








  ①図書館法改正を踏まえた諸規定の整備 
     ・運営状況に関する評価の実施やその結果の住民への情報提供 
・学習の成果を活用して行う多様なボランティア活動等の機会・場所の提供 
  ②図書館に対するニーズや地域課題の複雑化・多様化に対する規定の整備 
   ・情報サービス，地域課題に対応したサービスの充実等 
     ・多様な利用者に対応したサービスの充実，施設・設備の整備 他 
  ③図書館の運営環境の変化に対応するための規定の整備 






    ④その他 
著作権等の権利保護規定，危機管理に関する規定，郷土資料の電子化等の規定を追加 他 




















































策定は，2015 年度中である。地方版戦略に図書館の役割を位置付ける自治体も見られている 19)。  
 
○ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

















   ・今後必要とされる力を身に付けるための学習機会の在り方について検討 
   ・多様な学習機会の提供，再チャレンジが可能な環境の整備 






















た（図 1 参照）。 
 
図 1 今後の社会教育行政の方向性（中央教育審議会生涯学習分科会「議論の整理」概要より抜粋）  
 
・「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方














研修の充実方策について（報告）」をとりまとめた（2008 年 6 月）27)。図書館法改正以降，新たに
規定された司書資格取得のために大学において履修すべき図書館に関する科目について，司書に必
要な基礎的な知識・技術の内容を検討するという視点から議論し，「司書資格取得のために大学に














標記会議を設置し（2015 年 6 月）31)，現在，議論を重ねている。 
 
＜計画＞ 
〇教育振興基本計画（第二期）（2013 年 6 月策定） 
 本計画は，教育基本法第十七条第 1 項に基づき，法に掲げる教育の理念の実現に向けて，今後 10
年間を通じて目指すべき教育の姿を明示し，今後 5 年間に取り組むべき施策を総合的に掲げるもの
である。現在は，第二期の計画が進行中である（計画対象年度：2013～2017 年度）。第二期計画で
















学習等の推進」を図ること（基本施策 11），基本的方向性 3 の下，「学習や社会生活に困難を有する





〇「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（第三次）（2013 年 5 月策定） 
 本計画は子どもの読書活動の推進に関する法律第八条第 1 項に基づき国が策定したものである。
子どもの読書活動の推進に係る施策の基本的方針と具体的な方策を掲げた 5 か年計画である。2002






2.2  図書館振興策 
2012 年度頃までの図書館振興策については，市川恵理（筑波大学）による「国の図書館政策の動













基本的方向性 1 社会を生き抜く力の養成～多様で変化の激しい社会での個人の自立と協働～  
基本的方向性 2 未来への飛躍を実現する人材の養成 
～変化や新たな価値を主導・創造し，社会の各分野を牽引していく人材～ 
基本的方向性 3 学びのセーフティネットの構築～誰もがアクセスできる多様な学習機会を～ 





















 文部科学省では，例年，下記のとおり各種研修事業を実施している 39)40)。 































て 1 年未満の者等 




































年度の積算額は，市レベル（人口 10 万人）では，図書館 1 館，職員 8 人分の「給与費」が 5,094
万円，図書や視聴覚資料購入費・図書館の耐震化・ユニバーサルデザイン化に関する事業に充てる
「需用費等」が 2,100 万 6 千円，合計で 7,194 万 6 千円が積算されている。県レベル（人口 170 万
人）では，図書館が 1 館，職員数は館長含めて 28 人分で 1 億 7,079 万円，図書館協議会委員 9 人
の報酬費として 18 万円，図書や視聴覚資料購入費等に充てる「需用費等」が 4,888 万 2 千円積算
され，図書館費として 2 億 1,985 万 2 千円積算されている 45)。ただし，地方交付税は本来自治体
の判断で自由に使途を決めるものであるため，図書館費として支出するためには，各自治体で予算
化することが必要である 46)。 





































筆者は，2015 年 2 月，各都道府県教育委員会等の図書館行政担当者を対象に，「都道府県における
図書館政策に関する調査」を実施した。調査では，「図書館振興に関して，国（文部科学省等）の
役割として期待する政策」の内容を尋ねた（自由記述）。調査全体の回収率は 93.6%で（47 県中 44
県）で，本設問への回答は 20 県であった（複数の意見を挙げた県もあるため，件数合計は 27 件）。





























































































1)市川恵理. “国の図書館政策の動向”. 図書館現職者のための体系的研修の試み: 上田女子短期大学













http://www.mext.go.jp/b_menu/kihon/houan/siryo/07051111/001.pdf, (参照 2016-01-13) . 
5)文部科学省.社会教育法等の一部を改正する法律の概要.2008, p.1, 
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/other/__icsFiles/afieldfile/2009/02/19/001_1.pdf,( 参











科学省告示第 172 号）について.2012, 76p.参照は p.1. 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/001/__icsFiles/afieldfile/2013/01/31/1330295.pdf, 
(参照 2016-01-15). 
10)通知は，2012（平成 24）年 12 月 19 日付で各都道府県教育委員会教育長宛てに発出された文











_gaiyou.pdf, (参照 2016-01-17). 
14)国立国会図書館. 国立国会図書館法によるインターネット資料の収集について.2013-01. 
http://warp.da.ndl.go.jp/bulk_info.pdf, (参照 2016-01-17). 
15)国立国会図書館. “国立国会図書館について: オンライン資料収集制度（e デポ）”. 国立国会図書
館. http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/online_data.html, (参照 2017-01-17). 
16)文化庁. 著作権法の一部を改正する法律の概要.2013. p.1,p.4. 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/h24_hokaisei/pdf/24_houkaisei_horitsu
_gaiyou_ver6.pdf, (参照 2016-01-17). 
17)国立国会図書館.図書館向けデジタル化資料送信サービスについて～サービスの概要～. 
2013.9,p.1-18. 
http://www.ndl.go.jp/jp/event/events/01gaiyo.pdf, (参照 2016-01-17). 
18)内閣官房 まち・ひと・しごと創生本部事務局. まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総
合戦略」.2015,p.1-8. 
 http://www.kantei.go.jp/jp/topics/2015/panf20150213.pdf,(参照 2016-01-18). 








22)前掲 20 ),p.3. 
23)前掲 3),参照は，p.8-30, p.39-53. 
24)文部科学省中央教育審議会生涯学習分科会.第 6 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論










































38)文部科学省生涯学習政策局社会教育課. “図書館の振興: 図書館実践事例集 ～人・まち・社会を
育む情報拠点を目指して～”. 文部科学省. 2014-04. 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/jirei/, (参照 2016-1-19). 
39)文部科学省. 司書等の研修について（文部科学省主催）.（「これからの図書館の在り方検討協力
者会議」（第 1 回）配付資料参考資料 3）.2006. 
http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/tosho/shiryo/06111004/005.htm, (参照 2016-01-18). 
40)高橋陵子. “図書館行政の現状”. 平成 27 年度新任図書館長研修講義要綱（研修資料）. 茨城県つ
くば市, 2015.09-01/04, 文部科学省，筑波大学. 筑波大学, 2015, p.44. 
41)国立青少年教育振興機構教育事業部事業課連携協力係.絵本専門士養成講座.2013,4p. 
http://www.niye.go.jp/files/1616/1447162130.pdf, (参照 2016-01-18). 
42)文部科学省. “平成 27 年度子どもの読書活動優秀実践校・図書館・団体（個人）の文部科学大臣
表彰について（平成 27 年 4 月 8 日）”. 子ども読書の情報館. 2014-04-08. 
http://www.kodomodokusyo.go.jp/happyou/datas.html, (参照 2016-01-19). 
43) 文部科学省. “全国の取組事例 事例発表”. 子ども読書の情報館. 
http://www.kodomodokusyo.go.jp/jirei/index.html, (参照 2016-01-19). 
44)図書館総合展運営委員会. “「地方創生レファレンス大賞」開催のお知らせ”. 図書館総合展. 
2015-09-18. http://www.libraryfair.jp/news/1605, (参照 2016-01-19). 
45)地方交付税制度研究会「平成 26 年度地方交付税制度解説（単位費用篇）地方財務協
会,2014.6,p.63,p.180. 
46)前掲 1), p.62. 
47)文部科学省初等中等教育局児童生徒課. みんなで使おう学校図書館！.2015, p.1-6. 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2015/0
8/05/1360321_1.pdf, (参照 2016-01-19). 
48)国立青少年教育振興機構. “子ども夢基金の概要”. 子ども夢基金. 






 http://www.mlit.go.jp/common/001087220.pdf,(参照 2016-01-20). 
52)国土交通省. “都市再生整備計画事業（旧まちづくり交付金）: 都市再生整備計画事業の概要”. 国
─ 19 ─
土交通省. http://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000013.html, (参照 2016-01-20). 
53)林野庁. “森林・林業再生基盤づくり交付金”. 林野庁. 
http://www.rinya.maff.go.jp/j/keiei/kouzoukaizen/koufukin.html, (参照 2016-01-20). 
54)資源エネルギー庁. “水力発電について：水力発電に関する助成策”. 資源エネルギー庁. 
http://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/hydroelectric/support_livi


















(2008 年2 月) 



























（２）社会教育を推進する地域の拠点施設の在り方   
  







  地域独自の課題や公共の課題など，民間によっては提供されにくい分野の学習支援のため，   
  図書館等の社会教育施設を機能強化  
（相談体制の充実） 
  社会教育施設等において，起業や就業，ボランティア活動，社会参加等新たなチャレンジを 
しようとする人に対する学習相談や，学習機会を提供 
具体的方策 
  （地域の教育力向上のための社会教育施設の活用） 
    地域が抱える様々な教育課題への対応，社会の要請が高い分野の学習や家庭教育支援等， 
地域における学習拠点・活動拠点としての取組を推進することが必要 
    図書館では 
       ・レファレンスサービスの充実と利用促進 
     ・課題解決支援機能の充実 
     ・多様な情報源への入り口「地域のポータルサイト」へ 




















「第6 期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」（2013 年1 月） 




























  司書及び司書補は，図書館等の資料の選択・収集・提供，住民の資料の利用に関する相  
 談への対応等の従来からの業務とともに，地域が抱える課題の解決や行政支援，学校教育 
 支援，ビジネス（地場産業）支援，子どもの学校教育外の自主的な学習の支援等のニーズ  
 に対応し，地域住民が図書館を地域の知的資源として活用し，様々な学習活動を行ってい 
 くことを支援していくことが求められる 
   ・司書・司書補の資格要件の見直し，研修の充実等が必要 
   ・各図書館での研修・研究会の実施，ボランティア活動の機会確保， 
    図書館に関する人材の養成及び研修等を積極的に行うことも重要 
１．絆づくりと活力あるコミュニティの形成に向けた学習活動や体制づくりの推進 
   （２）学びの場を核にした地域コミュニティの形成の推進 
   公民館等社会教育施設（学びの場）を核とした地域コミュニティ形成の推進 
   （４）豊かなつながりの中での家庭教育支援の充実 
   乳幼児期の子育て家庭を対象とした支援充実のため，図書館等の社会教育施設にお 
   ける学習機会の提供のみならず，保健・福祉分野とも連携して多様な学習機会を提供 
２．現代的・社会的課題に対応した学習機会及びライフステージに応じた学習機会の充実 
  （１）現代的・社会的課題に対応した学習の推進 
  ・現代的・社会的な課題に対応した学習機会の充実やその学習成果を生かした地域 
   課題の解決に取り組む公民館等に対する支援を行うことも有効 
  ・学習機会の提供にあたっては，社会教育施設での講座等の提供のみにとどまらず， 
   首長部局・大学等・民間団体・企業等の様々な主体とも連携・協働することが重要 
３．社会生活を円滑に営む上で困難を有する者への学習機会の充実 
 （１）子ども・若者への学習支援 
   学校や公民館，図書館等を中核として，地域若者サポートステーションなどの多様な 
  主体と連携・協働しつつ，子ども・若者の居場所を提供し，社会生活を円滑に営む上 
  で困難を有する者への学び直しや社会参画，自立を支援する体制を構築 
─ 22 ─
＜計画等＞ 









































成果目標  6  意欲ある全ての者への学習機会の確保 
  基本施策 18  学習や社会生活に困難を有する者への学習機会 
 
成果目標  3  生涯を通じた自立・協働・創造に向けた力の修得      



















成果目標  8  互助・共助による活力あるコミュニティの形成 
基本施策 20  絆づくりと活力あるコミュニティの形成に向けた学習環境・協働体制の整備推進   
































① 読書活動に関する情報提供 ② 図書館相互や関係機関との連携・協力 
③ 学校図書館との連携・協力 ④ ボランティア活動の促進 
(３)子どもの読書活動の推進のための図書館の機能強化 




































































〇広域事務，連絡調整事務，補完事務（地方自治法第二条第 5 項） 


































































































 (1)各県における域内の図書館振興に係る中長期方針の策定状況（平成 27 年 3 月 1 日現在） 
   「中長期方針」とは，域内全体の図書館振興の課題と今後の方向性等を示した「図書館振興
計画」やこれに相当する中長期方針のことである。 
 (2)自治体の行政計画における図書館振興の位置づけ 
    自治体の行政計画とは，総合計画，教育振興基本計画や子供読書活動推進計画等のことで
ある。 












 平成 27 年 2 月 25 日～平成 27 年 3 月 25 日（督促分は平成 27 年 5 月 15 日） 
 
＜回収率＞ 









   策定している     11 県（25.0%） 
   策定していない    33 県（75.0%） 
    
─ 29 ─
(2)策定主体 
 策定していると回答した 11 県について，策定主体を尋ねたところ，「県立図書館（含む図書館協
議会）」が最も多く 8 県であった。 
   ・教育委員会（1 県） 
   ・社会教育委員会議（1 県） 
   ・振興方策策定会議（1 県） 




「パブリックコメントの実施」と「特に反映はしていない」が各 4 県と最も多かった（複数回答可）。 
   ・振興計画案のパブリックコメントを実施した（4 県） 
   ・特に反映はしていない（4 県） 
   ・地域住民を対象とした各種アンケート調査の結果を踏まえた（3 県） 
   ・検討委員会等の委員として地域住民が参画した（0 県） 
   ・地域住民有志による懇談会の提言や意見書等を素案にした（0 県） 



























・図書館協議会等の既存の組織委員が進捗を評価    8 県（72.7％） 
・行政職員が進捗を自己点検・評価                 6 県（54.5％） 
・特に評価は行っていない                    1 県（ 9.1％） 
・その他                     2 県（18.2％） 
  （回答は「不明」，「平成 27 年度実施予定」） 
②評価の公表 
・公表している   8 県（72.7％） 
・公表していない  2 県（18.2％） 
















































































































































































































































































































































































































































     
















































年度及び 2015（平成 27）年度に実施又は実施予定の事業である。結果は表 5 のとおりである。図
書館の建設費を補助している県は 2 県のみで，財政支援はほとんど行われていなかった。 




     
②その他の支援策 
























































































 ＜濱田による調査の主な結果（2007 年）＞ 
   以下は，上位 13 件を実施率の高い順に示したものである。 
   市町村立図書館利用者のリクエストに応じた図書館間相互貸借（32 件，97％） 
   市町村立図書館を経由した県立図書館によるレファレンス（32 件，97％） 
   中堅職員を対象とした個別の活動（選書等）を深める研修（30 件，91％） 
   市町村立図書館業務を始めたばかりの職員を対象とした初任者研修（29 件，88％） 
   国の施策や図書館界の動向に関する情報提供（29 件，88％） 
   総合目録又は横断検索システムの整備，提供（27 件，82％） 
   市町村立図書館利用者の求めに基づく県立図書館での資料購入・提供（27 件，82％） 
   市町村立図書館を経由した県立図書館所蔵資料の複写サービス（26 件，79％） 
   図書館の具体的な業務やサービス計画等に関する個別の相談，助言（26 件，79％） 
   市町村立図書館の館長，管理職等を対象とした管理職研修（25 件，76％） 
   県内の市町村立学校，団体等に対する資料の団体貸出（24 件，73％） 
   市町村立図書館の経営や中長期計画等に関する個別の相談，助言（24 件，73％） 

















       
 
4 結果と考察 

























































だし，行政計画に設置促進等を明文化する県は 35％，建設費補助を行う県は 4.5％であった。 
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して～.文部科学省, 2006.3, 94p. 
7) “第 5 章 都道府県の図書館振興策”. 公立図書館の任務と目標解説. 日本図書館協会図書館政策

















第四十八条  地方自治法第二百四十五条の四第一項 の規定によるほか，文部科学大臣は都道府県又は市町村に
対し，都道府県委員会は市町村に対し，都道府県又は市町村の教育に関する事務の適正な処理を図るため，必
要な指導，助言又は援助を行うことができる。 
２  前項の指導，助言又は援助を例示すると，おおむね次のとおりである。  










二  住民の学習に対する需要及び学習の成果の評価に関し，調査研究を行うこと。  
三  地域の実情に即した学習の方法の開発を行うこと。  












一  公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。  
二  社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，講習会の開催，資料の配布等に関すること。  
三  社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあつせんに関すること。  
四  市町村の教育委員会との連絡に関すること。  
































  ア 資料の紹介，提供に関すること 
  イ 情報サービスに関すること 
  ウ 図書館資料の保存に関すること 
  エ 郷土資料及び地方行政資料の電子化に関すること 
  オ 図書館の職員の研修に関すること 








 ア 研修 
 イ 調査研究 









 ア 市町村立図書館等の要求に十分に応えるための資料の整備 
 イ 高度化・多様化する図書館サービスへの要請に対応するための，郷土資料その他の特定分野に関する資料の目録・索   
引等の整備及び配布 
5 職員 
1 都道府県教育委員会は，都道府県立図書館において第二の二の6により準用する第二の一の4の(一) （※）に定める  
職員のほか，第二の二の1，3及び4に掲げる機能を果たすために必要な職員を確保するよう努めるものとする。 




   
※市町村立図書館の基準で次のとおり規定している。 
















   都道府県（市町村事業との重複を避ける） 
    ・市町村の社会教育行政の基盤となる中核施設の運営，指導者の養成研修， 
     学習情報の提供，都道府県レベルの社会教育計画の策定，モデル事業の実施 
    ・広域的な学習情報の提供等 
    ・市町村の行政を補完・補充する立場から，人的交流等を含めた多様な支援 








  都道府県教育委員会 
    本提言で示している図書館の新しい在り方の実現に向けて，都道府県の図書館政策の指針を示すととも
に，その実現に向けて主体的に先導すること。 







   都道府県及び都道府県教育委員会 
    ・県下図書館振興行政は県の責務である（県下にどのような水準の公立図書館サービスをつくりだすか
の目標設定，それを達成するための市町村に対する助成策の策定と働きかけ等は（県立図書館ではな
く）県の任務）。 
    ・県下すべての市町村に図書館が設置され，そのサービスが一定の水準以上に達するよう助成する県と
しての図書館振興策を策定する。策定にあたっては，県下の専門職員，専門家，市町村関係者の協力，
住民意思を反映する。 
    ・県が策定する図書館振興策には，概ね次のような内容が考えられる。 







1) 生涯学習審議会. “社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について （生涯学習審議会（答申））”. 文部科学省.  
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/old_chukyo/old_gakushu_index/toushin/1315178.htm, (参照 2016-02-01). 
2)これからの図書館の在り方検討協力者会議. これからの図書館像～地域を支える情報拠点をめざして～.文部科学省, 2006.3, 
94p. 
3) “第5章 都道府県の図書館振興策”. 公立図書館の任務と目標解説. 日本図書館協会図書館政策特別委員会編. 改訂版増補, 




















 しかしながら，全国市町村の図書館設置率は，市区立 98.3％に対し，町立 60.1％，村立 25.0％1)
と，地域間格差が解消されているとは言い難い。特に，過疎地域市町村の図書館設置率は 45.4％と









本研究における「過疎地域市町村」とは，2014 年 4 月 1 日の段階で総務省の「過疎地域自立促
進特別措置法」の第 2 条 1 項で定められた財政力要件，人口要件等に該当する 616 市町村 4)とする。 
 なお，第 1 章の先行研究及び第 3 章の海士町の事例は，筆者（毛利）の研究指導学生（2014 年
度）の北藤李津子（筑波大学図書館情報学群）が，卒業研究「日本の過疎地域市町村における公立















大学）が 2007 年に行った調査（図書館未設置を解消した 135 館に対する質問紙調査．96 館回答（回
収率 71％））7)がある。調査では，図書館を設置した理由として，「教育委員会として設置の必要性













































































良野町（2014 年開館），福島県耶麻郡猪苗代町（2014 年開館）の 5 町村であった。本研究では自
治体規模が異なる上野村を除き，4 町を調査対象とした。 








り調査は，海士町は 2014 年 9 月 8 日，まんのう町は 2015 年 3 月 27 日に現地にて行った。北海道
中富良野町及び福島県猪苗代町は，質問を送付して書面にて回答いただき，詳細について電話によ





海士町は島根県隠岐諸島の島前にある離島の町である。同町は，人口 2,374 人，面積 33.52 平方


















した。中央図書館の延床面積は 170 ㎡，蔵書冊数 23,064 冊，貸出冊数は年間 10,429 冊，職員は 4













図 1 海士町中央図書館 えほんコーナー 
 
(3)海士町の政策における図書館の位置づけ 
























































































































まんのう町は，香川県仲多度郡の 3 町（旧琴南町，旧満濃町，旧仲南町）が，2006 年 3 月に合
─ 56 ─
併して誕生した新しい町である。面積は約 194.33 ㎢，人口は 19‚362 人，65 歳以上人口は 6,603
人（34.1%）である。西の山間部には町名の由来にもなっている日本一の灌漑用ため池，「満濃池」
をはじめ，約 900 のため池が点在している 49)。この他，国営讃岐まんのう公園がある。 
同町では，合併後，数々の行政改革に取り組んできた。行政の事務事業評価制度に SWOT 分析
や目標達成手法である BSC 等，民間の経営分析の手法を取り入れた 50）。また，それまで個別で対
応していた公共施設の法定保守点検業務を包括契約とするなど，業務の見直しによりコスト削減等
を図ってきた 51)。当時，建築後 50 年が経過する満濃中学校の改築と，図書館新設は課題であった
が，財政状況の厳しい中で手法を模索する中で PFI 方式を採用し，中学校の改修とともに，図書館・







  まんのう町立図書館は，2013 年 6 月に開館した。合併前の 3 町には図書館がなく，初めて設立
された。図書館は，満濃中学校，町立体育館（中学校の体育館も兼ねる）との合築で，学校図書館
と隣接している。運営は，株式会社リブネットと宮脇書店による共同企業体に委託されている。 












り電子書籍端末の kobo を 100 台導入し（図 3），個人への貸出，学校等への団体貸出を行なってい
る 58)。このほか，iPad（17 台）を館内に貸し出している（図 4）。館内の専用端末（iPad），ある
いは個人所有の iOS 端末に専用アプリを入れ，図書館のサーバーにある電子書籍を最大 2 週間，図
書館の外，自宅等からもネット経由で自由に借りることができる。電子書籍として利用できる蔵書




























図 4 電子書籍コーナー（iPad と kobo） 
 
図 5 読書通帳機 
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な学習・スポーツ事業を推進していくことを掲げている。KPI として 2019 （平成 31）年までに町





























図書館部分の建物は PFI 事業者の所有で BOT(Build Operate Transfer)方式を採用しており，

















































































 中富良野町は，北海道のほぼ中央に位置する東西に細長く広がる町で，面積は 108.65 ㎢，人口
























延床面積は 516 ㎡，職員は 6 名（兼任 4 名，非常勤 2 名（内有資格者 2 名））で，蔵書は約 23,000






















用の促進と読書環境の充実に努める」とする 102)。この他，第 6 次中富良野町社会教育中期計画（2010
～2015 年度）では，読書による家庭教育支援や社会教育基盤整備の充実について掲げられている





























ランティアの募集も開始した。最終年度（2013 年度）の利用状況は，貸出冊数は 9,628 冊／年，来
館者数は 4,679 人／年であった 114)。図書室の改造に協力いただいた方達は，現在も継続して図書












推進に充てた 118)。諸条件の整備を経て，2011 年度基本設計，2012 年度実施設計，2013 年度工事






















































津に 3 分するところの，会津の東端に位置している。面積は 395 ㎢，人口は 15,805 人で，65 歳以



















 猪苗代町図書歴史情報館は 2014 年 4 月に開館した。町民の自発的な学習や余暇への要求に応え
る図書館サービスの充実と，郷土の歴史や自然に関する資料を公開する歴史情報室との複合施設と
して開館した 128)。町民の応募から選ばれた愛称「和みいな（なごみいな）」と名付けられている。
延床面積は 893(複合施設全体 1,077 ㎡)㎡，職員は 6 名（専任 2 名（内司書有資格者 1 名），兼任








































































































ている中，2011 年 3 月 11 日発生の東日本大震災の影響により，供用に耐えがたい施設となってし
まった。町として，これを期に新たに図書館機能と歴史情報館機能を兼ね備えた複合施設として再
整備する方針を固め，2012 年度から 2 か年事業として猪苗代町図書情報館の整備を行ない，2014
年に開館となった。なお，図書館建設にあたり，開館後の図書歴史情報館が多くの方から親しまれ，
利活用されるよう，関係団体の長や有識者で構成する「（仮称）猪苗代町ふるさと歴史館運営会議」
を 2013 年 4 月に立ち上げ，開館するまで合計 7 回の会議を開催した 139)。 
 財源は，社会資本整備総合交付金（通常枠及び防災・安全枠，2012 年度），地域の元気臨時交付
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2  館長の現状 
 考察に際して館長の現状を概観する。本章は，館長数・専任の割合，有資格者割合，法令等にみ
る館長の職責と権限，任務，役割について示す。 
2.1  館長数，専任及び有資格者の割合   
2.1.1  館長数，専任の割合 13) 
表 1 は 2011（平成 23）年 10 月 1 日現在の館長数，専任・兼任・非常勤・指定管理者ごとの内
訳，有資格者数の割合である。都道府県立・市町村立図書館は全国に 3,248 館あり，本館の館長は
1,875 人，分館長は 1,139 人，計 3,014 人である。本館の専任は 824 人（43.9%)，分館の専任は 409
人（35.9%）となっており，専任の館長は全体の半数に満たない。専任・兼任・非常勤別で集計が
開始された 1984（昭和 59）年度以降の人数推移は図 1 の通りである。2005（平成 17）年度をピー
クに 2008（平成 20）年度，2011（平成 23）年度と専任の減少が続く。  





























2.2  法令等にみる館長の職責と権限，任務，役割 
 能力の分析に際し，前提となる原則的な館長の職責と権限，任務，役割を法令等から概観する。 
2.2.1  館長の職責と権限 
  図書館法上の図書館には館長が必置であり，職責については，同法第 13 条第 2 項で「館長は，
館務を掌理し，所属職員を監督して，図書館奉仕の機能の達成に努めなければならない。」と規定し
S59 S62 H2 H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23
非常勤・指定管理者 155 175 202 242 302 313 323 314 394 556
兼任 542 506 532 592 652 773 882 1,041 1,207 1,225













比率 比率 比率 比率
専任 43 3 7.0% 671 160 23.8% 110 37 33.6% 824 200 24.3%
兼任 4 1 25.0% 334 30 9.0% 332 6 1.8% 670 37 5.5%
非常勤 8 － － 130 17 13.1% 59 4 6.8% 197 21 10.7%
指定管理者 － － － 151 78 51.7% 33 9 27.3% 184 87 47.3%
計 55 4 7.3% 1,286 285 22.2% 534 56 10.5% 1,875 345 18.4%
専任 4 1 25.0% 405 177 43.7% － － － 409 178 43.5%
兼任 2 － － 516 89 17.2% 37 6 16.2% 555 95 17.1%
非常勤 － － － 83 13 15.7% 8 － － 91 13 14.3%
指定管理者 － － － 82 50 61.0% 2 － － 84 50 59.5%
計 6 1 16.7% 1,086 329 30.3% 47 6 12.8% 1,139 336 29.5%














ている。    
館長の権限は，設置主体，職位等により異なるが，一般的には人事及び組織，決裁，契約，条例・
規則の作成，資料の選択及び廃棄，報告と整理される 17)。 



















































































































  その他，勇気，集中力，忍耐力，率直さ等（略） 
上記に加えて，館長の専門職性を論じ，司書としての勤務経験を持つ者でなければならないと指
摘する。 




























3.4  1990 年代の能力等に関する議論 
生涯学習体系への移行や情報化等を背景に，1996 年に司書講習科目が改正され，「図書館経営論」








H. 竹内紀吉「図書館長論－図書館法 13 条 3 項の規定をめぐって」（1994）及び『図書館経営論』
（1998） 










































村田は館長が発揮すべき能力について，次の 5 点を挙げた。 
  ①長期的な展望に立った運営方針の策定などの   






































































































































































4  館長に求められる能力等の分析と考察 
 各年代の背景とともに主な見解を紹介した。本章では，館長に求められる能力，知識・技術，態
度を整理し，追加すべき項目について考察する。これを反映し，次章で館長に求められる能力等一
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